
国庫等補助制度の評価・改善の方向性

適用事例補助率
（国・地方自治体）概要・目的及び対象事業名称※

• 相鉄新横浜線・東急新横浜線
など対象経費の1／3以内【概要・目的】都市鉄道の速達性の向上及び駅の交通結節機能の高度化

【対象事業】 速達性向上事業・駅施設利用円滑化事業

• 阪神なんば線 など対象建設費の35％以内【概要・目的】地下高速鉄道の整備促進
【対象事業】 新線建設、輸送力増強を目的とする大規模改良工事 など

地下鉄
補助

• 東急池上駅 など
対象経費の1／3以内

バリアフリー基本構想に位置づけ
られた鉄道駅は1／2以内

【概要・目的】 駅改良、バリアフリー施設や観光案内施設整備等、駅空間の高度化
【対象事業】 駅改良、駅改良と併せて行う駅空間高度化機能施設の 整備等駅総

• 京成成田空港線 など対象建設費の18％以内
（空港アクセス鉄道）

【概要・目的】空港アクセス鉄道及びニュータウン鉄道の整備促進
【対象事業】 新線建設、耐震補強、駅施設の大規模改良工事（転落防止柵）

空港
アクセス

• JR西日本おおさか東線 など対象建設費の2／10以内【概要・目的】 大都市の貨物沿線地域の活性化及び通勤・通学輸送力の確保
【対象事業】 貨物線の旅客線化工事

 都市鉄道の整備は、投資規模が大きく、かつ資本の懐妊期間が⾧期にわたること及び鉄道整備の公益性
等に鑑み、従来より、国及び地方自治体において適切な役割分担のもと、各種の補助制度等を通じて
支援を講じている。

都市利便

幹線鉄道

評価

改善の方向性

 都市鉄道整備に要する膨大な工事費の一部を国費等により負担することで、都市鉄道整備の促進を支援。

 数多くの都市鉄道整備で活用され、各都市圏における都市鉄道ネットワークが大幅に拡大し、利用者の利便性・速達性が向上。

 財政上の制約や、補助対象事業者や事業内容に制約。

※ 正式名称は以下のとおり。
都市利便…都市鉄道利便増進事業費補助、地下鉄補助…地下高速鉄道整備事業費補助、駅総…鉄道駅総合改善事業費補助（次世代ステーション創造事業）、
空港アクセス…空港アクセス鉄道等整備事業費補助、幹線鉄道…幹線鉄道等活性化事業費補助

 引き続き、国や地方自治体においては必要な予算額の確保に努めることが重要。

 多様な主体に幅広く受益する都市鉄道整備の性質を踏まえ、都市鉄道予算の他分野との連携を進める。
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（参考）他分野と連携した都市鉄道の整備事例（１）

②空港アクセス線

• 羽田空港アクセス線では、空港島内区間
（2.4km）の駅やトンネルの躯体部分
などの基盤施設を、空港施設として国が
整備している。

• 中部国際空港線では、新常滑駅ホーム南
端より空港等関連開発地域間の本線建
設費（インフラ及びインフラ外）及び空
港区域内のインフラ外建設費の1/4を空
港会社と愛知県が負担している。

（羽田空港アクセス線）

JRが整備

空港施設として
国が整備

①北大阪急行線の延伸

• 箕面市が策定し、国土交通大臣が認定した「箕面市総合都
市交通戦略」に基づく、交通戦略とまちづくりとの総合的な整
備事業として実施。

• 採算性が確保できる範囲内で設定した鉄道事業者の負担額
を除く事業費の1/2を国負担とし、社会資本整備総合交付
金を活用している。

鉄道事業者
110億円

（12.6％）

地方
382億円

（43.7％）

国
382億円

（43.7％）

事業費:874億円

【社会資本整備総合交付金】
出典:『運輸と経済』2023年8月号、箕面市HP、

北大阪急行電鉄株式会社HPより国土交通省作成
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④鉄道駅におけるバリアフリー化の推進

• 訪日外国人旅行者の入国から目的地までの移動
の円滑化を図り、ストレスフリーで快適に旅行でき
る環境を整備するという観点から、観光庁予算
（一般財源・国際観光旅客税財源）を活用して
エレベーターなどを整備している。

• また、公共交通機関における高齢者・障害者等の
移動に係る利便性・安全性の向上を図り、地域
公共交通の改善を支援するという観点から、総合
政策局予算も活用し、バリアフリー設備を整備して
いる。

⑤耐震・浸水対策等の推進

• 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対
策等の更なる加速化・深化を図るため、「防災・減災、
国土強靱化のための５か年加速化対策」を実施

• 令和３年度から令和７年度までの５か年に必要と
なる事業規模を定め、重点的・集中的に取り組んで
いる。

鋼板巻きによる高架橋の耐震対策 止水板による地下駅の浸水対策

③北港テクノポート線（大阪メトロ中央線の延伸）

• 大阪臨海部の開発に伴う交通需要に対応するため
北港テクノポート線を整備中。鉄道躯体等のインフ
ラ部を、港湾整備事業として大阪市が整備してい
る。

インフラ部を港湾整備事
業として大阪市が整備

（軌道や駅舎等のインフラ外
部は鉄道事業者が整備）

出典:大阪市HP、大阪市高速電気軌道
株式会社HPより国土交通省作成

（参考）他分野と連携した都市鉄道の整備事例（２）

⑥鉄道脱炭素施設等の整備促進

• 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、エネ
ルギー特別会計を活用した環境省・国土交通省
連携事業として、鉄道脱炭素に資する施設等を
整備している。

電力貯蔵装置 省エネルギー車両
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 戦後の私鉄整備は列車編成⾧の増大や運行間隔の短縮等による輸送力増強が中心で新線建設・複々
線化が進んでいない状況であったことから、私鉄の整備を促進するため昭和47年に民鉄線建設制度が創
設された。

評価

改善の方向性

 鉄道建設に関する高い技術力と資金調達能力を有する鉄道建設公団（現鉄道・運輸機構）を活用するとともに、整備費用に係る利
子の一部を国費で支援（利子補給）。

 都市鉄道整備を促進し、利用者の利便性・速達性が向上。

 特殊法人等整理合理化計画により工事実施計画の新規採択を行わないこととされたため、現在、民鉄線建設制度は活用できない状況。

 現行制度の活用は困難な状況であるが、鉄道整備に関する技術力並びに高い信用格付け（AA+）を裏付けとした資金調達力を有す
る鉄道・運輸機構の一層の活用を図る。

民鉄線事業（P線事業）の対象
三大都市圏における新線建設又は改良であって
①ニュータウン新線建設工事、 ②既設線の複々線化又は複線化工事、 ③地下鉄及び地下鉄直通都心乗入工事

鉄
道
事
業
者

財政融資資金（40％）

財政融資資金 償還

借入金・債券

借入金・債券 償還

譲渡

譲渡代金

25年元利均等
（一部例外あり）

仕組み

平成13年12月以降は新規採択を行わないこ
ととしている。
※1 採択した時点では鉄道建設公団
※2 採択した時点では鉄道整備基金又は運
輸施設整備事業団
※3 資金調達した借入金等の支払利子の
5％を超える部分の1/2

※1

利子補給※3

利子補給※3

国

金融
機関

鉄道・運輸機構（助成勘定）※2

鉄
道
・
運
輸
機
構

（
建
設
勘
定
）

地方自治体
 みなとみらい線

 小田急小田原線（複々線化） 等

民鉄線建設制度（利子補給）の評価・改善の方向性

4

適用事例



（参考）鉄道・運輸機構の技術力及び資金調達力の活用

多様な手段により、低コストで安定的に調達した資金
を基に、鉄道整備を着実に行うことができる。

① 多様な資金調達手段
法人全体における調達資金の約7割を、民間金融機関からの借
入や債券発行により調達するなど、多様な手段により調達した資
金を基に、鉄道整備を着実に実施。

② 鉄道・運輸機構のサステナビリティファイナンス
機構が行う事業については、CO₂排出量が少ない鉄道の整備に
よる環境負荷の低減や生活に必要不可欠な大量輸送機関の整
備等の社会効果が認められることから、平成31年１月にアジア初
のCBI（CBI:Climate Bonds Initiative）からのプログラム
認証を取得。これにより、事業の社会貢献性等が広く周知され、
投資家等からの高い信頼性が確保できることから、サステナビリティ
ファイナンスによる低コストで安定的な資金調達が可能となってい
る。

③ 市場における高い魅力・信頼性を獲得するための取組
加えて、各種メディアへの出演や、債券投資家との対話、各種セ
ミナーへの登壇など、サステナビリティファイナンスの発信に取り組ん
できたことにより、令和３年度には財投機関で初めて全国47都
道府県すべての地域の投資家から投資表明を獲得するなど、市
場におけるより高い魅力・信頼性を獲得している。

資金調達力
これまでの鉄道整備を通じて培ったノウハウや工事実施
時の課題への対応等、技術的観点から鉄道事業者
等を支援する能力が蓄積されている。

① 整備延⾧の実績
施工主体別に比較し、膨大な整備延⾧の実績を有している。

② 最適なルートの設定
地理・地形、利便性、経済性等の様々な制約条件を総合
的に踏まえて、鉄道新線の敷設に最適なルートを設定する能
力を有している。

③ 設計業務・施工監理の効率的な実施
鉄道のトンネル、橋りょう等の工事は、直線的な線形など鉄道
特有の特殊性により難工事となるケースが多く、機構はそうし
たトンネル等に係る豊富な実績を有していることから、それらの
実績を基に整備した機構独自の基準類等に基づき、受注者
等に対して適切な技術指導を行うことにより、設計業務・施工
監理を効率的に実施することができる。

④ 特殊案件を含めた用地取得のノウハウ
線形に制約がある中、特殊案件も含め、厳しい工期設定に
合わせて短期間で鉄道整備に必要な鉄道事業用地の取得
が可能である。

鉄道建設に係る総合技術力

※新交通システム、LRT等を除く 出典:鉄道要覧、工事誌等より作成

（参考）施工主体ごとの鉄道整備延⾧（1993～2022年）

公営・三セク等民鉄JR機構

262km22km25km1,414km鉄道整備
延⾧
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令和5年度における資金調達計画（機構全体）

38% 33% 29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■民間借入金 ■機構債券 ■財政投融資資金
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（参考）神奈川東部方面線整備事業（鉄道・運輸機構の実績）

日吉

綱島

新横浜

羽沢横浜国大

西谷

横浜

相鉄・ＪＲ直通線

相鉄・東急直通線

相鉄本線 ＪＲ東海道線

東急東横線

令和５年３月18日開業

令和元年11月30日開業

新綱島

綱島トンネル（受賞実績）

【令和4年度 土木学会賞 技術賞（Ⅰグループ） ※】

角型エレメント推進工法による鉄道駅部大断面トンネルの構築

【令和5年度 国土技術開発賞 優秀賞】

地下水対応型継手を用いた外殻先行型トンネル構築工法

（※）土木学会賞 技術賞（Ⅰグ
ループ）
土木技術の発展に顕著な貢献をなし、
社会の発展に寄与したと認められるイン
フラの計画、設計、施工、または運用や
メンテナンス等の画期的な個別技術に
贈られる賞。

 神奈川東部方面線を整備し、相互直通運転が行われることにより、横浜市西部および神奈川県央部と
東京都心部が直結し、広域鉄道ネットワークの形成と機能の高度化がなされ、乗換回数の減少や所要
時間の短縮新幹線へのアクセスが向上など、鉄道の利便性が大幅に向上。

 都市部の工事ならではの困難があったが、鉄道・運輸機構の保有する建設技術力により完遂（受賞実
績あり）。

 また、整備に当たっては、「グリーンボンド」を発行しており、環境省グリーンボンドガイドラインに準拠したモデ
ル発行事例の第一号案件。

 工事期間中、補助金の投入スケジュールに合わせて鉄道・運輸機構が資金調達を行うことで、事業の円
滑な実施に寄与。

【相鉄・ＪＲ直通線】 【相鉄・東急直通線】

営業区間 西谷駅～羽沢横浜国大駅
（約2.1km）

羽沢横浜国大駅～
日吉駅（約10.0km）



 持続可能な運送サービスの提供の確保に資する取組を推進するための地域公共交通の活性化及び再生
に関する法律等の一部を改正する法律（令和２年法律第36号）により、鉄道・運輸機構による財政融
資の対象に都市鉄道の整備が追加されたことを踏まえ、財政融資資金を活用し、整備を促進している。

評価

改善の方向性

 整備費用の一部を⾧期・固定・低利の国の財政融資資金で貸付を行うことにより、工事費や資金調達コストを一定程度軽減が可能。

 都市鉄道整備を促進し、利用者の利便性・速達性が向上。

 本制度はこれまで新線整備を対象として活用されているが、利用者ニーズに的確・迅速に応える都市鉄道整備を幅広く促進する
観点から、その他の事業への活用も検討。

整
備
主
体

借入

償還

貸付

償還

審査・モニタリング

仕組み 地方自治体

鉄
道
・
運
輸
機
構

（
地
域
公
共
交
通
等
勘
定
）

財
政
融
資
資
金

活性化再生法に基づく、地域公共交通利便増進実施計画の作成
（国土交通大臣による認定）

 なにわ筋線（R2年度）

 北港テクノポート線（R2年度～）

 東京メトロ有楽町線・南北線
（R4年度）

活用事例

都市鉄道整備に係る財政融資（貸付制度）の評価・改善の方向性
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新線建設に係る加算運賃制度特定都市鉄道整備積立金制度

新線区間の利用者全線①収受範囲

供用開始後から資本費の回収が完了するまで工事開始後（供用開始前）から10年以内②収受時期

新線整備
輸送力増強（複々線化等）

新線整備（都心部への延伸、混雑する既設線と併走する
新線整備）

③対象事業

制限なし
 東京圏は100億以上、その他地域は80億以上

 申請の前事業年度の旅客運送収入額に概ね等しいか、
これを超えるもの

④対象事業費

工事費全額一事業年度当たり、当該事業年度の旅客運送収入の10％
積立10年間の累積で、認定工事費の1/2以内⑤収受可能額

資本費の回収状況等について公表 等指定法人への積立て 等⑥透明性の確保策

整備した施設の減価償却費を計上積立金を「特定都市鉄道整備準備金繰入額」として計上⑦原価への計上方法

 対象事業費に特段の制限がないため、様々な規模の工
事に適用可能

 直接的な受益が発生する供用開始後に運賃加算を開
始するため、利用者の理解を得やすい

 工事期間中に利用者から無償資金を確保可能であるとと
もに、供用開始後に準備金の取り崩しにより、減価償却
費等の資本費負担を軽減し、⾧期にわたり負担を平準化

 工事中の借入額を低く抑えることができるため、供用後の
急激な運賃上昇を回避できる

 準備金として損金算入することで課税の繰り延べ効果が
ある （平成17年度に廃止）

メリット

 事後的に収受するため、工事中に膨大な借り入れが必要
であり、借入れコストが大きくなる

 特々制度が活用されていた当時に比べ、年間旅客運送
収入が増加していることから、対象となる工事が限られてし
まう

 施設の供用開始前に利用者に負担を求める理由につい
て説明が必要

 現在は課税の繰り延べ効果が得られない

デメリット

現行の利用者負担制度について
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現行の利用者負担制度の見直しの考え方【収受範囲・収受時期①】

 利用者ニーズに迅速・的確に応える都市鉄道整備を促進していくためには、都市鉄道の整備費用の利
用者負担を平準化する必要があるのではないか。

 現行の利用者負担制度における、都市鉄道の整備費用の負担を求める利用者の対象（収受範囲・収
受時期）について、どのように見直すべきか。

整備区間

:収受範囲

【収受範囲について】
• 運賃が「運送（利用）の対価」であることを前提に、利用者を一つの利用共同体
として捉え、全利用者が平等に運賃を負担。これにより、路線ごとの投資コストを含め
利用者の多寡により生ずる路線ごとの運賃コストのアンバランスを捨象している。

整備区間

:収受範囲

①新線建設に係る加算運賃制度

【収受範囲について】
• 現に整備により受益していることが明らかである、新線区間の利用者に限定して収

受を認めている。

通常の運賃制度における収受対象の考え方

現行の利用者負担制度における収受対象の考え方

【収受時期について】
• 都市鉄道の整備により受益する、供用開始後の利用者から収受している。

【収受時期について】
• 通常の運賃と同様の考え方により、供用開始後に収受している。

供用開始後

XA

DE

BCFGH

I

供用開始後

XA

DE

BCFGH

I

収受範囲と収受時期のイメージ

収受範囲と収受時期のイメージ
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路線① 路線②

路線① 路線②



 「受益する者が負担する」という受益と負担の関係の考え方を基本としつつ、都市鉄道整備の効
果を定量的に評価する手法等を踏まえることで、以下の範囲と時期の「受益すると認められる利用
者」について、負担を求めることができるのではないか。
• 供用開始後については、整備区間を現に利用する利用者に限らず、整備区間以外の区間を
利用することで受益する利用者についても、負担を求めることができるのではないか。

• 供用開始前については、特々制度の考え方に倣い、「供用開始後に受益することが見込まれ
る」利用者についても、負担を求めることができるのではないか。

• いずれの場合も、負担を求める利用者の範囲は、需要推計等の定量的な手法等を踏まえて
設定できるのではないか。

 供用開始前の収受期間は、特々制度の考え方に倣い、供用開始前に運賃負担を求めることに対
する利用者理解を確保する観点から、一定の期間（例えば、原則10年以内）を区切るべきで
はないか。

②特定都市鉄道整備積立金制度（特々制度）

【収受範囲について】
• おおむね全利用者に受益することが見込まれると整理の上、通常の運賃と同様の考え方に

より、利用者全体からの収受を認めている。

整備区間

収受範囲

（参照:別紙「都市鉄道整備による受益の広がりの考え方について」）
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【収受時期について】
• 対象事業となる大規模な輸送力増強（特に大規模な複々線化）や新線整備（都心部への延伸、混雑する既設線と併走する新線整

備）においては、供用開始前に運賃を負担する利用者グループと、供用開始後に利用が見込まれる利用者グループとの間に、同一性・対
応性があると整理。その上で、供用開始後の利用者負担を軽減するとともに、都市鉄道の混雑緩和等を促進するため、供用開始前の利用
者にも負担を求めることとしている。

• 収受期間は、あまりに⾧期とした場合、輸送力増強の効果の発現時期が不明確となり、供用開始前に運賃負担を求めることに対する利用
者理解を損なうおそれがあるため、従来の複々線化工事期間も勘案の上、10年以内としている。

現行の利用者負担制度の見直しの考え方【収受範囲・収受時期②】

収受範囲と収受時期のイメージ

XA

DE

BCFGH

I

供用開始前

路線① 路線②



 現行の利用者負担制度について、利用者ニーズに応える都市鉄道整備を幅広く促進することを可能とす
るため、対象とすべき都市鉄道整備事業について、どのように見直すべきか。

 速達性向上
→ 複々線化（通過待ち時間の短縮）、路盤強化・軌間変更（最高速度の向上）、

歩行動線の改善を伴う駅改良（乗換時間の短縮）、新線整備（所要時間の短縮） 等

 定時性向上
→ 複々線化（列車詰まりの減少）、引上線の新設を伴う駅改良（列車詰まりの減少）、

行き違い設備の増設を伴う駅改良（列車詰まりの減少・遅延回復効果の向上）、
ホーム増設を伴う駅改良（停車時間の短縮）、信号設備の大規模改良（遅延回復効果の向上） 等

 快適性向上
→ 複々線化（本数増加による混雑率の低下）、⾧編成化（混雑率の低下）、新線整備（乗換回数の減少・安全性の向上） 等

 利用者利便の向上に直接的・効果的につながるものであることを前提に、輸送力増強、大規模な
駅改良、新線整備等、より広い範囲の事業を対象とすべきではないか。

新線建設に係る加算運賃制度特定都市鉄道整備積立金制度

新線整備
輸送力増強（複々線化等）

新線整備（都心部への延伸、混雑する既設線と併走する
新線整備）

③対象事業
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現行の利用者負担制度の見直しの考え方【対象事業】

主な利用者ニーズ及びこれに応える都市鉄道整備事業

現行の利用者負担制度における対象事業



 現行の利用者負担制度で対象とする都市鉄道整備事業の規模について、どのように見直すべきか。

 対象とする事業の規模については、
• 供用開始後の収受のみでは利用者負担が過大となり、その平準化を図る必要がある
• 鉄道事業者の投資余力や投資の効果に鑑み、鉄道事業者が設備投資の実施を判断するこ
とが困難である

等の観点から、特に供用開始前から負担を求めることとの関係を踏まえ、一定の規模以上であるこ
とを求めるべきではないか。

現行の利用者負担制度における対象事業費

資本費を供用開始後から回収することとした場合に、運
賃の改定率が大きく、供用開始後の利用者負担が過
大となる場合のような、資本費の一部を供用開始前に
前倒しする必要性が認められる規模以上の設備投資
について、供用開始前から収受可能としている。

新線建設に係る加算運賃制度特定都市鉄道整備積立金制度

制限なし
 東京圏は100億以上、その他地域は80億以上

 申請の前事業年度の旅客運送収入額に概ね等しいか、
これを超えるもの

④対象事業費
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現行の利用者負担制度の見直しの考え方【事業規模】



 現行の利用者負担制度による収受可能額について、どのように見直すべきか。

 供用開始前の利用者からの収受可能総額については、供用開始前後の利用者負担の平準化の
観点から、一定の制限（例えば、工事費の1/2以内）を設けるべきではないか。

 また、一人一乗車当たり収受額については、供用開始前後における受益の様態等を踏まえ、利用
者に対して合理的に説明が可能な額（例えば、原則として供用開始前の利用者からの収受額
は、供用開始後の利用者からの収受額を超えない等）に設定すべきではないか。

現行の利用者負担制度における収受可能額

供用開始前後の利用者負担の平準化の観点から、事
前収受可能額は工事費の1/2以内としている（残りは
供用開始後に通常の運賃又は加算運賃で収受）。

新線建設に係る加算運賃制度特定都市鉄道整備積立金制度

工事費全額一事業年度当たり、当該事業年度の旅客運送収入の10％
積立10年間の累積で、認定工事費の1/2以内⑤収受可能額
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現行の利用者負担制度の見直しの考え方【収受可能額】



① 特定都市鉄道整備積立金制度

 事業者は、整備しようとする施設に係る整備事業計画を策定し、国土交通大臣に提出する。
 国土交通大臣は、当該計画の内容の妥当性や実施の確実性を確認の上、認定する。
 運賃の認可に当たっては、運賃認可申請に係る審査、運輸審議会への諮問等の手続を実施する。
 事前収受した運賃については、指定法人たる民鉄協の管理のもとで積み立てる。
 決算発表等を通じて、積立額の情報提供を行う。

② 新線建設に係る加算運賃制度

 運賃の認可に当たっては、運賃認可申請に係る審査、運輸審議会への諮問等の手続を実施する。
 事業者は、加算運賃の累計収受額、回収率等を毎年度公表する。

（参考）鉄道駅バリアフリー料金制度
 事業者は、料金届出に併せて、以下のとおり、利用者に対して必要な情報提供を行う。

 バリアフリー設備の整備及び料金の収受に係る計画を策定し、公表する。
 ウェブサイト上で、料金の概要及び導入理由、整備等計画並びに主要プロジェクトの内容（目的、効果等）を公表する。
 料金の概要を会社のIR資料・駅構内掲示・車内吊り・広報誌に掲載するとともに、テレビ・新聞等マスメディア等で発表する。
 利用者窓口を設置する。

現行の利用者負担制度における透明性の確保策

 現行の利用者負担制度の見直しにより、供用開始前の利用者にも負担を求めるに当たって、収受の対象
となる利用者の理解を得るための透明性の確保策については、どのように考えるべきか。

 現行制度における透明性の確保策を踏まえ、例えば、以下のような方策を講じるべきではないか。
• 事業者は、実施しようとする事業による利用者利便の向上効果や事業実施の確実性、負担を
求める利用者の範囲・負担の額等について、利用者・地域への一層丁寧な説明を行い、国は
これらの適正性や妥当性を確認する。

• 事業者は、収受した運賃の累計収受額、回収率等を確認し、一定期間ごとに（例えば、毎
年度）公表する。

• 供用開始前に収受する運賃については、その適切な管理を確保する。
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現行の利用者負担制度の見直しの考え方【透明性の確保】



（参考）税制上の措置資金管理方策制度の概要制度

積立金は準備金として、損金
算入による税の繰延が認めら
れていたが、平成17年に廃止。

指定法人への外部積立て
• 運賃に上乗せした資金を事業に充当することで負担を⾧期に

わたり平準化。
• 運賃の加算分は特定都市鉄道整備準備金として積立て。

特定都市鉄道整備
積立金制度

なし
積立て義務はないが、整備・
徴収計画及び実績の公表を
もって実態を確認

• 鉄道駅のバリアフリー化を加速するため、都市部において利用
者の薄く広い負担を得てバリアフリー化を進める枠組みを構築。

• 事業者において、事前届出時に整備・徴収計画を公表した上
で、運賃にバリアフリー料金を上乗せ。

鉄道駅バリアフリー
料金制度

積立金は準備金として、損金
算入による税の繰延が認めら
れていたが、平成28年度に経
過措置を講じた上で廃止。

営業主体（JR）による内部
積立て

• 新幹線鉄道において、大規模改修の実施に要する費用の支
出に備えるため創設。

• 営業主体は大規模改修に要する期間及び費用、積立期間
等を記載した新幹線鉄道大規模改修引当金積立計画を作
成し、積立て。

新幹線鉄道大規模
改修準備金

 鉄道に関する現行制度では、指定法人への積立や内部積立のほか、積立義務はないものの整備・
収受実績を公表するなど、透明性を確保した資金管理方策が講じられている。

 利用者負担制度を見直すにあたっては、供用開始前に収受対象となる利用者の理解を得るため、現
行制度と同程度の透明性を確保し、適切に資金を管理する必要があるのではないか。

 現行の利用者負担制度の見直しにより、供用開始前の利用者にも負担を求める場合、収受した運賃はど
のように管理すべきか。
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なし
原則、源泉徴収的な外部積
立て（一定の要件を満たす
場合には内部積立て）

• 太陽光発電設備の廃棄等に必要な資金を確保するため創設。
• 10kW以上の全ての案件について、廃棄等に必要な資金を、

調達期間終了後の期間も含めて可能な限り確実に確保する。

太陽光発電設備の
廃棄等費用積立制
度

（参考）

現行の利用者負担制度の見直しの考え方【資金管理方策】



（参考）内部積立てする場合の資金管理方策の事例

 利用者から供用開始前に収受した運賃を内部積立する場合、現預金に組み入れられることとなるため、
その資金使途を一定程度制限する必要がある。

 任意積立金の創設や財務諸表への注記など、適切に資金を管理する必要がある。

保険代理店事業者 有価証券報告書より抜粋
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電気事業者 有価証券報告書より抜粋



 現行の利用者負担制度の見直しにより、供用開始前に運賃で収受する際の原価への計上方法について
は、どのように考えるべきか。

 資本費を供用開始前に運賃で収受する際の原価への計上方法としては、
• 整備に必要な資金を特別法上の準備金として積み立て、準備金への繰入額を原価に計上
• 整備実施の確実性を担保した上で、施設の供用開始後に発生する減価償却費の一部を供用
開始前に前倒しすることで原価に計上

が考えられるのではないか。

新線建設に係る加算運賃制度特定都市鉄道整備積立金制度

資本費の回収状況等について公表 等指定法人への積立て 等⑥透明性の確保策

整備した施設の減価償却費を計上「特定都市鉄道整備準備金繰入額」を計上⑦原価への計上方法

現行の利用者負担制度における原価への計上方法

指定法人が管理する特定都市鉄道整備積立金に対応する
ものとして、特別法上の準備金である特々法による「特定都市
鉄道整備準備金」が会計上の負債として位置づけられ、準備
金への繰入額が会計上の費用として位置づけられている。

政策的に必要性の高い設備投資(※)の加速化を図るため、設備投資計画の確認等を条件に、これら政策的に必要性の高い設備投資に
対応する既存設備の減価償却費を前倒しして総括原価へ計上できるようにする。

(※国土強靭化関係、安全対策関係、環境対応関係、輸送力強化関係、DX関係、インバウンド対応関係、バリアフリー化関係、人材確保関係)
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現行の利用者負担制度の見直しの考え方【原価への計上方法】

（参考）収入原価算定要領の見直し（令和6年4月）



総括 ～今後の利用者負担制度の方向性（案）～

 今後の都市鉄道整備に係る利用者負担制度は、次のような考え方で具体化を進めていくべきではないか。
• 供用開始後に整備区間を現に利用する利用者に限らず、供用開始前の利用者も含め、需要推計等

の定量的な手法等を踏まえ、受益すると認められる利用者を対象とすることで、供用開始後の利用者負
担を平準化

• 利用者利便の向上に直接的・効果的につながる整備事業を幅広く対象にできるようにすることで、幅広
い利用者ニーズに応える

• 負担額（総額・一人当たり）の設定に際して、供用開始前については一定の制約を設ける等、受益と
負担の関係に配慮

• 事業者に利用者等への丁寧な説明、運賃の収受状況の公表やその適切な管理を義務付ける等により、
透明性を確保

需要推計等も踏まえ、都市鉄道の整備により受益すると認められる範囲。①収受範囲

工事開始後（供用開始前）から資本費の回収が完了するまで。ただし、供用開始前は一定の期間（原則10年等）を区切って収受。②収受時期

利用者利便（速達性・定時性・快適性等）の向上に直接的・効果的につながるものであることを前提に、幅広く対象（輸送力増強、大規模な
駅改良、新線整備等）③対象事業

• 通常の加算運賃で収受すると利用者負担が過大となり、その平準化を図る必要がある
• 鉄道事業者の投資余力や投資の効果に鑑み、鉄道事業者が設備投資の実施を判断することが困難である
ような、一定の規模以上のもの。

④対象事業費

（総額）資本費全額。ただし、工事期間中に収受できる総額には一定の制限（1/2等）を設ける。
（一人当たり）供用開始前後における受益の様態等を踏まえ、利用者に対して合理的に説明が可能な額に設定。⑤収受可能額

• 事業者は、実施しようとする事業による利用者利便の向上効果や事業実施の確実性、負担を求める利用者の範囲・負担の額等について、利
用者・地域への一層丁寧な説明を行い、国はこれらの適正性や妥当性を確認する。

• 事業者は、収受した運賃の累計収受額、回収率等を確認し、一定期間ごとに（毎年度等）公表する。
• 供用開始前に収受する運賃については、その適切な管理を確保する。

⑥透明性の確保策

整備に必要な資金を特別法上の準備金として積み立て、準備金への繰入額を原価に計上、あるいは、整備実施の確実性を担保した上で、施
設の供用開始後に発生する減価償却費の一部を供用開始前に前倒しすることで原価に計上。⑦原価への計上方法
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